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ひきこもりとされる⼈は⽤いられる基準によって⼤きく異なる 

 
社会的ひきこもり状態（ひきこもり）は、報道などで紹介される政府調査で⽤いられる基準と、精神医

学領域で提案されている基準とで、異なる定義が使われています。本研究では、茨城県笠間市の住⺠調査
から、それぞれの定義に基づく対象集団の重なりは少なく、有病率も異なることを⾒いだしました。 

 

近年、社会的ひきこもり状態（ひきこもり）への⽀援の必要性が⾼まっていますが、ひきこもりをど
のような特徴で定義するかについて、これまでほとんど議論されてきませんでした。 

本研究では、政府による全国調査において⼀般的に⽤いられる社会的ひきこもりの基準、および最
近提案された精神科のひきこもりの基準（病的ひきこもり、⾮病的ひきこもり）の両基準を⽤いて、各
基準を満たすグループを定義し、グループ間の重複と相違を明らかにするための調査を⾏いました。
具体的には、2024 年 2 ⽉から 1 か⽉間、茨城県笠間市の住⺠を対象にアンケート調査を実施し、回答
者が 2 つの基準にそれぞれ当てはまるかを調べ、政府調査基準の「社会的ひきこもり」、精神科基準
の「病的ひきこもり」「⾮病的ひきこもり」の各グループの異同を分析しました。その結果、各グルー
プの間にはそれぞれ重複があるものの、グループの違いも⼤きいことが明らかになりました。 

また、これまでの市町村の調査では、政府調査とは異なるひきこもりの定義が⽤いられているケー
スも多く、定義や⺟集団の特徴の違いが理解されなければ、ひきこもりに対して誤った理解が⽣じる
可能性があり、調査結果の解釈や⽐較に注意が必要なことが分かりました。ひきこもりへの⽀援に当
たっては、⽤いている基準を意識すること、ひきこもりを過度に医療化せず、精神保健福祉のさまざま
な⽴場から多⾓的な評価を⾏うことが重要と考えられます。 
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 研究の背景  
近年、社会的ひきこもり状態（ひきこもり）は、精神医学と社会的孤⽴の両分野で注⽬されるようにな

ってきました。内閣府「若者の⽣活に関する調査報告書」（平成 28 年 9 ⽉）注 1)によると、⽇本国⺠の約
1.5%がひきこもりと定義されており、最近の調査では、ひきこもりの数は 170 万⼈を超えていると報告
されています。これらの報告は、ひきこもりを⽀援する全国的な取り組みの必要性を⽰唆していますが、
ひきこもりをどのような特徴で定義するかについては、これまであまり議論されてきませんでした。 

ひきこもりの定義に使われる主な基準は 2 つあります。政府調査の社会的ひきこもり注 2）の基準と、近
年精神医学領域で提唱され、普及しつつある基準（病的ひきこもり注 3）、⾮病的ひきこもり注 4）、Kato et 
al., 2019, 2024）です。それぞれの基準には 3 つの主要項⽬があり、そのうち、「⾃宅での著しい社会的
孤⽴」、「継続的な社会的孤⽴が 6 ヶ⽉以上」という 2 つの項⽬は両者に共通ですが、病的ひきこもりに
関する項⽬「社会的孤⽴による重⼤な機能障害や苦痛」は、政府調査の社会的ひきこもりの基準と精神医
学基準の⾮病的ひきこもりにはなく、また、政府調査の社会的ひきこもり基準では、病気や妊娠、介護な
どの事情があってひきこもる⼈は除外されています。しかし、これら 2 つの基準で同時にひきこもりの
有病率を推定した調査はなく、既存の基準の根拠を再考し、定義の使い分けや意義について検討する必要
があります。 

 
 研究内容と成果  

本研究では、ひきこもりに対する２つの基準について、それぞれの基準を満たす⼈⼝の実際の割合を明
らかにするとともに、各基準で定義されたグループ間の重複と相違を明確にすることを⽬的とし、両⽅の
基準を⽤いて調査を⾏いました。 

2024 年 2 ⽉から 3 ⽉にかけ、茨城県笠間市の住⺠（男⼥各 2,000 ⼈）を対象に郵送質問紙調査を実施
しました。回答結果から、精神科基準の「病的ひきこもり」「⾮病的ひきこもり」、および政府調査基準の
「社会的ひきこもり」の 3 つのグループに該当する住⺠の⼈数をそれぞれ算出しました。また、笠間市
のひきこもり数を正確に推計するために、年齢、性別をもとに加重集計を⾏いました。 

有効回答は 1,137 件、回答率は 28.4％でした。各グループの関係は、図に⽰すように、病的ひきこも
りと分類された 57 ⼈のうち 21 ⼈が、政府調査の社会的ひきこもりにも分類されました。また、⾮病的
ひきこもりと判定された 201 ⼈のうち、59 ⼈が政府調査の社会的ひきこもりと分類され、社会的ひきこ
もりは、病的ひきこもり、⾮病的ひきこもりのいずれにも含まれました。⼈⼝構成による推計により、笠
間市（⼈⼝約 7 万 3千⼈）では、4,239 ⼈が政府調査基準の社会的ひきこもり、8,972 ⼈が精神科基準の
⾮病的ひきこもり、5,096 ⼈が精神科基準の病的ひきこもりに該当すると推計されました。 
 

 今後の展開  
定義や⺟集団の特徴の違いが明確に理解されなければ、ひきこもりについて誤った解釈が起こる可能

性があると考えられます。また、他の市町村が実施した調査において、政府調査とは異なるひきこもりの
定義が⽤いられているケースも多く、調査結果の解釈や⽐較には注意が必要であることが分かりました。 

病状が⻑期化した場合に⽣じる可能性のある⼆次的障害や、発達障害を含む精神状態の鑑別には、医学
的介⼊が必要であり、当事者への適切なサポートのためには、医療を含めた⽀援の必要性の調査を検討す
る際に適切な基準を選択することが不可⽋です。従って、ひきこもりの基準を作成する⽬的を再考し、継
続的に議論することが求められます。また、ひきこもりが診断名ではなく状態像であることを理解し、ひ
きこもりの概念を過度に医療化せず、同時に精神状態を正しく評価し、精神保健福祉の観点から多⾓的に
対応することの認識も重要だと考えられます。 
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 参考図  

 
図 本研究の結果を⽰したベン図 
A)、B)はそれぞれ、各基準に当てはまるひきこもり者の分布と割合を⽰す。括弧内のパーセンテージはそ
れぞれ、アンケート回答者全体に対する割合、図内の回答者全体に対する割合を表す。 
 

 ⽤語解説  
注1) 内閣府「若者の⽣活に関する調査報告書」（平成 28 年 9 ⽉） 
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/13024511/www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/hikikomori/h2
7/pdf-index.html 
現在は、こども家庭庁が所管している。 

注2) 政府調査の社会的ひきこもり（内閣府「こども・若者の意識と⽣活に関する調査（令和 4 年度）」
による） 

1. ⾃宅での著しい社会的孤⽴ 
2. 継続的な社会的孤⽴が 6 ヶ⽉以上 
3. 上記を満たし、以下の除外項⽬に当てはまらない 

[除外項⽬] 
A. ⾝体的病気、統合失調症の発症がひきこもりのきっかけである 
B. 妊娠、出産、介護、看護等がひきこもりのきっかけであり、家族以外との交流がある 
（調査では⽉ 1回以上会う友⼈が 1 ⼈以上いることを条件に除外） 
C. 現在就労中、あるいは⾃営業・⾃由業に携わっている 

注3) 精神医学領域の病的ひきこもり 
1. ⾃宅での著しい社会的孤⽴ 
2. 継続的な社会的孤⽴が 6 ヶ⽉以上 
3. 社会的孤⽴による重⼤な機能障害や苦痛 

注4) 精神医学領域の⾮病的ひきこもり 
1. ⾃宅での著しい社会的孤⽴ 
2. 継続的な社会的孤⽴が 6 ヶ⽉以上 
3. 社会的孤⽴による重⼤な機能障害や苦痛を除く 

 

政府基準
ひきこもり

精神科基準
病的ひきこもり

精神科基準
非病的ひきこもり

政府基準
ひきこもり

A) 精神科基準による病的ひきこもりと
政府基準によるひきこもりの分布割合
（N=116）

B) 政府基準によるひきこもりと
精神科基準による非病的ひきこもり
の分布割合（N=222）

n = 36
(3.1%, 31.0%) 

n = 59
(5.2%, 50.9%)

n =21
(1.8%, 18.1%) n = 59

(5.2%, 26.6%)
n = 21

(1.8%, 9.5%)
n = 142

(12.5%, 63.9%)
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の⼀環として実施されました。 
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